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組合活動を忌避した不当労働行為と認識します
かながわ労働センター所長は、会計年度任用職員の雇い止めを撤回してください
人材育成担当の相談員の雇い止めは、将来的に県民サービス（労働行政）の低下を招きます
かながわ労働センター所長は昨年12月26日、突然人材育成担当の会計年度任用職員（相談員）のＵさんに対し、今年度末での雇い止めを通告しました。
Ｕさんは長年労働行政に携わり、５年の再任用期間終了後は退職する予定でしたが、当時の所長から「労働行政の人材育成のために５年間会計年度任用職員として協力してほしい」という依頼を受け、人材育成担当として今年度末で丸４年を迎え、最後の１年で人材育成に一定のめどを立てようとしていたところでした。
人を取る能力がないから県民サービスを放棄？
所長は、「管理部門で人が足りないので、Ｕさんを切って、その予算で管理部門に人を付けるため」との理由を述べていますが、
〇労働行政の人材育成が終わっていない（＝業務は無くなっていない）中での雇い止めは、労働行政（県民サービス）の低下を招くことになります。
〇この間様々な交渉における「業務の見直しをしたうえで、それでも長時間労働が解消されない場合は人員を配置する。年度内の突発的な業務増に対応するため、各局に会計年度任用職員の枠を確保している。」という労務当局の回答と矛盾する主張です。
実は組合活動を忌避した不当労働行為
業務があるにもかかわらず、その担当職員を雇い止めすることだけでも、民間であれば立派な労働法令違反ですが、それを労働行政を担当する労働センターの所長が行うということは、県民に説明できない大きな問題です。
それ以上に問題なのは、理由にもならない理由で雇い止めにするのは、実は所長（産業労働局も？）がＵさんの組合活動（後述する外国人労働相談における経験豊富な通訳の切捨てに対する取組）を忌避しての行為としか考えられないということです。
県民サービスの質を低下させないよう、組合活動を行ってきたＵさんを雇い止めにすることは、不当労働行為と認定せざるを得ず、自治労県職労として到底容認できません。雇い止めの撤回はもとより、責任の所在を明らかにするよう所長、産業労働局、労務に対して交渉を行います。
外国人労働相談に係る通訳の切捨て問題
〇現在労働センターでは外国人労働者を対象とした労働相談を行っており、労働相談の知識・経験豊かな通訳に委託しています。

〇この通訳等の委託について、直近2年を対象とした包括外部監査において「件数が少なく、コスパが悪い」との指摘を受けた産業労働局は、「電話・ネットの三者間通訳のコールセンター通訳を、実績払いで委託する」との結論を現場での議論もない中、突然職員に示しました。
〇そもそも直近２年はコロナ禍で様々な活動が制限されており、相談件数が少ないのは当たり前です。その証拠に今年度は相談が増加しています。
〇また、相談が来ない時の手待ち時間が「無駄」というのなら、その間に外国人向けパンフレット等の監修も業務に加えるなど、マイナス方向でない改善もあるはずです。

〇現に包括外部監査でも「今後、日本人の人口減少に起因して外国人労働者が増加する可能性が高く、彼らの労働相

談に対する潜在的なニーズは高い」とも述べています。
〇外国人労働相談の通訳は、単に外国語が話せるだけでは足りず、相談者の国の状況や労働慣習、日本の労働法制等にも精通していないと適切な相談にはつながりません。

〇産業労働局が意図している「コールセンター」は、対面ですらなく、そのような能力があるかも全く不明です。

〇行政における相談は、困っている相談者に寄り添い、より的確な対応をする必要があり、安く「やった感」を出せれば県民に説明がつくというものではありません。

〇「これでは真っ当な外国人労働相談ができない」と危機感を持ったＵさんをはじめとした労働センター組合員は、分会、労働支部として所長交渉、産業労働局交渉を行い、「現在の通訳を半分残す」という回答を引き出しました。
〇しかし、そもそもが「効率化」を名目にした「県民サービスの低下」であり、「県民目線」ではなく「内部管理目線」であるため、Ｕさんたちはコールセンターへの委託自体を見直すよう引き続き活動しています。
〇県民サービスを守ろうとしているＵさんの雇い止めは、こうした状況下に起きたもので、不当労働行為以外の何物でもありません。

2024年基本要求回答交渉報告

　自治労県職労は12月19日、2024年基本要求回答交渉を行いました。
労務担当局長回答要旨
〇人員問題については、業務の見直しや働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務の多い所属について職員を配置している。また会計年度任用職員の枠配分を実施し柔軟に対応している。
〇保健福祉事務所の再編は効果的な事務執行体制を図るため行った。保健師等の専門職員は適切に配置しており、引き続き必要な人員確保に努める。
〇議会対応については分科会を設置し見直しを図ったほか、昨年度は議会事務ポータルを開設した。
〇専門人材の育成について、専門的職務指導員制度が税務分野でしか活用されていなかったため、さらに広く活用されるよう取組んでいるところ。
〇育児休業手当金は法令に基づき、育児休業により勤務しなかった期間を確定したのちに支給することとなっている。早期支給の意見は地共済に伝える。
〇メンタルヘルス対策について、ストレスチェックや面接指導、研修の充実に取り組んでいる。今後も有効な対策を話し合っていきたい。

〇家畜伝染病発生時の職員の健康管理について、一昨年の事案を教訓に当該部局で対策強化図っている。
〇自治労県職労から要求のあった東庁舎エレベーターの車いす用のミラーについて、現在は４基中1基のみの設置だが、他の３基にも軽易なミラーを今年度中に設置する見込み。

〇自治労県職労から要求のあった本庁舎駐車場は、順次舗装工事を行い、１月中に完了の予定。
〇会計年度任用職員の募集方法については、できる限り広く募集を行うとともに、所属等の事務量負担にも留意することが重要で、現在の選考方法には一定の合理性があると認識。
〇会計年度任用職員の業務は補助的・定型的とされており、その位置づけを超える業務に従事させているという認識はない。それを超える具体的な情報があった場合は適切に対応する。

〇会計年度任用職員の健康診断について、R5から地共済の組合員となる会計年度任用職員については、35歳以上が人間ドック、50歳以上はがん検診が新たに対象となるなど拡充している。
〇障害者の雇用については、当事者の意見を取組に反映するとともに、障害特性に応じた合理的配慮に努めていく。R4からは精神保健福祉士を配置した。
〇障害のある職員の意向打診や内示の日程を早めることは、他の職員の異動に影響を与えるため困難。
異動先は可能な限り配慮の上で決定している。
〇人事評価の点字化は今年度から実施している。
〇業務システムの更新や導入に当たっては、情報アクセシビリティ推進要綱に基づき、障害のある職員への合理的配慮に努めていく。
〇電話交換業務における視覚障害者の雇用については、委託化や非常勤化を進めるとする年次計画の検証・総括案を踏まえて考えていく。
執行部発言
◇過重労働の撲滅について：
・全体的な時間外労働は減っているものの、依然として特例業務以外の長時間労働がなくなっていないのは問題だ。早期に労使で協議する場を設け、原因を特定し再発防止策を検討すべきだ。
・年休の取得日数やテレワークの実施状況について、職員間のバラツキが大きい。職場のマネジメントの問題か他に原因があるのか、分析が必要ではないか。

◇内部管理業務の抜本的改革：
・無駄な業務を無くす取組は否定しないが、過度な合理化で仕事の質が低下しているのではないかと感じる。労働センターにおける外国人労働相談の切捨て問題も同様だが、本来県が担うべき業務がどうあるべきか、きちんと検証すべきだ。
◇人員について：
・働き方推進本部の議事録でも、全職員が懸命に取り組んでいるが成果が出ないのは、そもそも人員不足が原因ではないかとの意見が出ていた。必要な業務を行うためにも人員を増やすべき。
・欠員が非常に増えており、業務に支障が出ている。解消に向けての取組は不可欠。一つの方法として、臨任職員を正規雇用する方策を追求できないか。

◇人材育成の確立について：
・専門人材の育成は喫緊の課題だ。税務分野以外にも全所属が対象となるよう、実効性のある制度を確立してほしい。
◇次世代育成支援について：
・育児休業手当金の支給が遅れることについて、制度の壁があるのは理解したが、若手職員にとって経済的な負担となっているのも事実。人材確保の観点からも、可能な対応について引き続き地共済と調整していただきたい。
◇再任用制度について：
・定年延長後の職員と現行の再任用職員との処遇に大きな格差が生じる。国の制度だから手をこまねいているのではなく、国に対して様々な機会を通じて積極的に働きかけていただきたい。

◇会計年度任用職員制度等について：
・会計年度任用職員の現状の募集方法には一定の合理性があるとの認識だが、実際には本人にも所属にも大きな負担となっているとの話も聞こえてくる。募集方法のあり方について、しっかりと検証する場を早急に設けてほしい。

・補助的・定型的な業務を超える会計年度任用職員はいないとのことだが、実際には業務内容に疑問を持っている当事者の声も聞こえてきている。近々実態調査を行う予定であるから、具体的に疑義を持つ職員には個々に対応していただきたい。
◇ノーマライゼーションについて：
・人事異動の時期について、他の自治体はかなり早めに内示が出ており、本県の実態を話すと驚かれる。障害を持つ職員の人事異動のみ前倒しが難しいというのであれば、全体で前倒しすべきだ。
